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【東日本大震災関連情報　最新版】　　　　　　　平成２３年５月２６日発行　


～東日本大震災に関する各種支援制度、減免、融資制度等について～




	· 被災者支援窓口を開設しています


東日本大震災に関する総合相談窓口を開設しています。

◇時　間　午前９時～正午、午後１時～午後４時３０分（土・日・祝日は除く）

◇場　所　茨城町役場　１階　会計課となり
	· 「り災証明書」の発行について


税務課　☎２４０－７１１４

◇申請窓口　税務課
◇必要書類　①り災証明書用紙（捺印）　②り災状況の写真　③り災部分を明示した概略図

※写真はできる限り状況が分かる写真を多く提出してください。

※証明書の様式は、茨城町ホームページ（税金›お知らせ›り災証明について）からもダウンロードできます。
	· 東日本大震災、福島原子力発電所の事故等により茨城町へ避難されている皆様へ


町民課　☎２４０－７１１１

茨城町へ避難されている方の情報把握に努めています。全国避難者情報システムに登録して頂くと、避難前にお住まいの県や市町村から様々な情報をお届けできるようになります。　
	· 茨城県災害見舞金について


社会福祉課　☎２４０－７１１２

◇対象となる損害及び支給額

　　半壊･･･３万円　※被災者生活再建支援金の支給対象となる場合、県見舞金は対象外となります。

◇必要書類　　①り災証明書の写し　②預金通帳の写し（世帯主の口座名義のもの） 

	· 東日本大震災災害義援金について


　　社会福祉課　☎２４０－７１１２

◇対象となる損害及び配分額

	損害の状況
	金　　額

	住宅の全壊
	５０万円

	 住宅の半壊（大規模半壊を含む）
	２５万円


　　※東日本大震災災害義援金は、全壊家屋及び半壊（大規模半壊）家屋が対象となります。

◇必要書類　　①り災証明書の写し　②預金通帳の写し（世帯主の口座名義のもの）　③印鑑
	■　被災者生活再建支援金について


社会福祉課　☎２４０－７１１２
◇対象となる方　（住家の「一部損壊」や「半壊」は対象となりません。）
①住宅が全壊した世帯
②住宅が半壊し、又は住宅の敷地に損害が生じ，その住宅をやむを得ず全て解体した世帯
③住宅が半壊し、大規模な補修を行わなければ居住することが困難な世帯（大規模半壊世帯）

◇支援内容

　　○基礎支援金（住宅の被害程度に応じて）○加算支援金（住宅の再建方法に応じて）

	住宅の

被害程度
	全壊

半壊＋解体
	大規模半壊
	
	住宅の

再建方法
	建設・購入
	補　修
	賃借(公営

住宅を除く)

	支給額
	100万円

(75万円)
	50万円

(37.5万円)
	
	支給額
	200万円

(150万円)
	100万円

(75万円)
	50万円

(37.5万円)


＊(    )内は、単身世帯の場合

◇必要書類

　　○基礎支援金
①り災証明書　　　　②預金通帳の写し（世帯主の口座名義のもの）
　　③住民票謄本（または外国人登録済証明書）
④解体証明書（半壊解体・敷地被害解体した世帯のみ）
○加算支援金
①住宅の建設、購入、補修又は賃借を行ったことを示す契約書の写し

◇申請期間

　　○基礎支援金･･･災害発生日から１３か月以内

　　○加算支援金･･･災害発生時から３７か月以内

◇備　　考　支給の決定等は、被災者生活再建支援法人（財団法人都道府県会館）が行います。
	· 災害援護資金の貸付について


社会福祉課　☎２４０－７１１２
◇対象となる方　負傷又は住居、家財に被害を受けた世帯


◆申 請 者  世帯主

◇申請書類　①所得証明書　②医師の診断書（世帯主負傷の場合のみ）
         　 ③被害援護資金借用書、借受人及び保証人の印鑑証明書（貸付決定後）
	· 国民健康保険税の減免について


保険課　☎２４０－７１１３

◇対象となる方　　現に所有し居住する住宅が、り災証明によって全壊、大規模半壊または半壊
　　　　　　　　　と証明された方
◇期　　間　　　　災害が生じた日以後に納期限が到来する納期から支払い能力が回復する前日
までの納期（ただし、最長１年間とする）
◇必要書類　　　　①り災証明書の写し　②印鑑　③保険証
◇減免割合
	当該世帯の賦課対象所得の合計額
	損害の程度　及び　保険税の減免の割合

	
	半壊
	全壊・大規模半壊

	２００万円以下の場合
	２分の１
	全部

	２００万円を超え４００万円以下の場合
	４分の１
	２分の１

	４００万円を超え７００万円以下の場合
	８分の１
	４分の１


※半壊以上の損害を受けた方で、病院の支払い等、困り事があれば、保険課に相談してください。

	· 後期高齢者医療保険料の減免について


　　　　　　　　　　　　　　保険課　☎２４０－７１１３

◇対象となる方
後期高齢者医療保険の被保険者または同一世帯に属する世帯主で、現に所有し居住する住宅、
家財その他の財産が著しい損害を受けた方。ただし、被保険者及び同一世帯に属する世帯主の

所得の合計が１，０００万円を超えない場合に限ります。
◇期　　間　　災害の発生した日の翌月から１年以内

◇必要書類　　①り災証明書の写し　②印鑑　③保険証
◇減免割合
	被保険者及び同一世帯に属する世帯主の

総所得金額の合計額
	災害による損害の程度
及び　保険料の減免の割合

	
	１０分の３以上　　１０分の５未満
	１０分の５以上

	５００万円以下の場合
	２分の１
	全部

	５００万円を超え７５０万円以下の場合
	４分の１
	２分の１

	７５０万円を超え１，０００万円以下の場合
	８分の１
	４分の１


※半壊以上の損害を受けた方で、病院の支払い等、困り事があれば、保険課に相談してください。
	· 国民年金保険料の免除について


保険課　☎２４０－７１１３

今回の震災により、住宅等の損害がおおむね２分の１以上あった方で、国民年金保険料の支払いがお困りの方については、申請により保険料の支払いが免除される場合もあります。
内容については、日本年金機構水戸南年金事務所（☎０２９―２２７－３２５１）または町保健福祉部保険課までご相談ください。
※ただし、免除された期間については、年金額計算において一定の割合で減額されます。
	■　公共下水道受益者負担金の徴収猶予について


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下水道課　☎２４０－７１２７

　今回の震災により、自己の所有に係る住宅等において半壊以上の損害を受けた場合、申請により、平成２３年度分の公共下水道受益者負担金の支払いが猶予される場合があります。詳しくは、下水道課までお問い合わせください。

◇猶予期間　　平成２３年度の１年間

　◇申請方法　　公共下水道受益者負担金徴収猶予申請書（下水道課窓口にあります。）により申請してください。また、申請の際には、印鑑（認印可）をご持参ください。

　◇受付期間　　平成２３年６月２４日（金）まで

	· 水道の宅地内漏水の減免について


水道課　☎２９２－０２３５

今回の震災により、宅地内で漏水をしている場合は、早急に指定店で修理をしてください。また、漏水修理をされまして、減免申請を提出されていない方についても、お早めに減免申請をお願いします。水道料金の減免については通常の使用料金までになります。詳しくは水道課までご連絡ください。

	· 被災した軽自動車等の代替軽自動車に係る軽自動車税の非課税について


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　税務課　☎２４０－７１１４
今回の震災により滅失・損壊した自動車・軽自動車に代わる軽自動車を取得した場合、申請により平成２３年度から平成２５年度までの各年度分の軽自動車税が非課税となります。また、２輪のバイクを２輪のバイクに、小型特殊自動車を小型特殊自動車に買い換えた場合も対象になります。
　※滅失・損壊した自動車・軽自動車とは、運輸支局又は軽自動車検査協会事務所等において永久抹消登録又は滅失・解体の届け出等の手続きを行った自動車をいいます。
◇必要書類　①滅失・損壊した軽自動車等が被災軽自動車等であることを証する書類
　　　　　「被災車両」と記載された軽自動車検査協会発行の検査記録事項等証明書等
　　　　　　　②代替軽自動車の車検証の写し　③印鑑
	· 農畜産物に関する原子力事故の損害賠償請求の受付について


農業政策課　☎２４０－７１１８

◇窓口設置期間　　 ５月３０日（月）～（土・日・祝日を除く）

◇受付時間　　　午前９時～正午、午後１時～午後４時３０分

◇受付場所　　  茨城町役場　１階　中央特設窓口

◇提出書類等　　  ①委任状　 ②生産者報告書　③印鑑
④証拠書類（栽培履歴･作業日誌･写真･廃棄直前出荷伝票・昨年同時期出荷伝票

･圃場の位置図及び地名地番･その他の伝票・領収書等）

⑤振込先口座の通帳（事務の軽減を図るためＪＡ口座をお願いします。）

※　「東京電力原発事故農畜産物損害賠償対策茨城県協議会」に対し、東京電力との請求・交渉・和解の締結，ならびに原子力損害賠償紛争審査会への和解の申立の委任を希望する農業者が受付の対象となります。

※　生産者報告書の様式は、特設窓口のほか、茨城町ホームページ（まちづくり＞農林水産＞農林＞東京電力原発事故に伴う出荷制限品目の損害賠償請求について）からダウンロードできます。

※　混雑が予想されますので、事前に町損害賠償請求窓口までご連絡をいただき、受付希望日の調整をお願いします。

	· 東日本大震災や原発事故により損害を受けた農業・漁業関係者への支援について


農業政策課　☎２４０－７１１８

東日本大震災や東京電力原子力発電所事故により被害を受けた農業、漁業関係者の方が利用できる無利子による金融支援についてご案内します。

１．東日本大震災で被災した農業・漁業関係者の経営再建のための主な金融支援

	機関名
	主な用途
	資金名
	据 置

期 間
	償 還

期 間
	貸 付

金 利
	貸付限度額

	日本政策

金融公庫
	運転資金
	農林漁業セーフティ

ネット資金
	6年
	13年
	無利子
	年間経営費

又は1,200万円

	
	施設の復旧
	農林漁業施設資金

（災害復旧）
	6年
	18年
	無利子
	負担額の100％

(最大1,200万円)

	
	新たな施設整備など
	スーパーＬ資金
	13年
	28年
	無利子
	個人1.5億円

法人 5億円

	農協、

信漁連、銀行等
	運転資金
	天災資金
	－
	7年
	無利子
	個人 250万円

法人2,000万円など

	
	新たな施設整備

（農業関係）
	農業近代化資金


	7年
	15年
	無利子1.60％
	個人1,800万円

法人2億円

	
	新たな施設整備

（漁業関係）
	漁業近代化資金


	6年

など
	18年

など
	無利子
	9,000万円など


注1） それぞれの資金毎に一定の貸付条件がありますので、詳しくは各機関にお問い合わせください。

○日本政策金融公庫資金：日本政策金融公庫水戸支店（農林水産事業）　☎029-232-3623

○公庫資金以外の資金　：お近くの農協、信漁連、農林中央金庫のほか、銀行、信金等の金融機関

２．原発事故に伴う出荷制限や風評被害を受けた農業者・漁業者のための主な金融支援

	機関名
	主な用途
	資金名
	据 置

期 間
	償 還

期 間
	貸 付

金 利
	貸付限度額

	日本政策

金融公庫

	運転資金
	農林漁業セーフティ

ネット資金
	6年
	13年
	1.25％
	年間経営費

又は1,200万円

	
	運転資金

(認定農業者対象)
	スーパーＬ資金


	13年
	28年
	1.25％

5年間

無利子
	個人1億円

法人3億円

	農協、　信漁連


	運転資金

(農協組合員対象）
	系統農業災害資金

（原発事故） 
	1年
	5年
	無利子
	500万円

	
	運転資金

(漁協組合員対象)
	東北地方太平洋沖地震緊急漁業対策資金
	1年
	5年
	無利子
	内水面漁業者

50万円


注1） 農林漁業セーフティネット資金は、出荷制限や風評被害により、前期より売上高が30％以上
減少するなどの被害を受けている農業者・漁業者が対象となります。

注2） それぞれの資金毎に一定の貸付条件がありますので、詳しくは各機関にお問い合わせください。

○日本政策金融公庫資金：日本政策金融公庫水戸支店（農林水産事業）　☎029-232-3623

○系統農業災害資金等  ：お近くの農協、漁協、信漁連

	· 農業生産の復旧等に向けた総合的な支援について


農業政策課　☎２４０－７１１８

農林水産省では、東日本大震災で被災を受けた農業生産に係る施設、機械、資材等に対し、復旧等に向けて総合的に支援を行うことになりましたので、ご案内します。

◇支援策名　　東日本大震災農業生産対策交付金

◇支援内容　　①生産再開に向けた共同利用施設の改修・再編、機械等のリース導入、生産資材の
導入を支援します。

②被災した乳業工場、産地食肉センター、家畜市場、鳥獣被害防止施設、再生可能
エネルギー供給施設、農業研修教育施設等の復旧を支援します。

③土壌分析、農業者への指導等の普及活動を支援します。

④農作物による放射性物質の吸収を抑制するための資材施用を支援します。

◇支援措置　　支援措置の主なポイント

　　　　　　　　・通常は補助率が低い施設等も一律１／２以内で支援します。

　　　　　　　　・平成２３年４月１日以降に着手済みのものについて、特例的に遡って支援します。

　　　　　　　　・通常の補助事業では支援対象外の機械の導入や資材等の購入も支援の対象となる場合があります。（ただし、個人の資産となるものには支援ができません。）

◇要望期限　　交付金の利用を要望される農業関係機関・団体は、平成２３年６月１７日（金）までにご連絡ください。

	· 中小企業向け融資制度について（茨城県東北地方太平洋沖地震特別対策融資）


地域産業課　☎２４０－７１２４

東北地方太平洋沖地震により被害を受け、経営の安定に支障をきたしている県内に事業所を有する中小企業者等であって、次のいずれかに該当する企業となります。
（１）市町村長等から東北地方太平洋沖地震に係るり災証明を受けたもの

（２）今回の震災の影響により地震発生後１か月当たりの平均受注高もしくは平均売上高が、
前年同期比で５％以上減少しているもの又は５％以上の減少が見込まれるもの
	
	上記(1)の対象者
	上記(2)の対象者

	融資限度額
	設備資金　　　　8,000万円

運転資金　　　　8,000万円

設備・運転併用　8,000万円
	運転資金　　　　8,000万円

	融資（据置）

期間
	設備資金　　　　10年以内(据置３年以内)
運転資金　　　　10年以内(据置2年以内)
設備・運転併用　10年以内(据置2年以内)
	運転資金　　　10年以内(据置2年以内)

	融資利率
	３年以内　　　　　1.2％

３年超５年以内　　1.3％

５年超７年以内　　1.4％

７年超10年以内　 1.5％
	３年以内　　　　　1.2％

３年超５年以内　　1.3％

５年超７年以内　　1.4％

７年超10年以内　 1.5％

	保証料
	０．７％(県が全額補助)
	0.45％～1.9％(うち、県が５割補助)


◇問合せ先　茨城県 商工労働部 産業政策課　金融グループ　☎０２９－３０１－３５３０
	· 水道水の放射性物質検査及び学校等における放射線測定の結果について


水道課　☎２９２－０２３５、みどり環境課　☎２４０－７１３５

水道水については、定期的に放射性物質の水質検査を行っています。分析結果については、放射性ヨウ素、放射性セシウムいずれも暫定規制値を大幅に下回っていますので、飲料水として安心してご利用ください。今後も毎週１回の放射性物質の水質検査を予定しています。また、町内各小中学校等グラウンドにおける放射線の測定を行いましたが、福島県内において学校での屋外活動が制限される3.8マイクロシーベルト/時を大幅に下回っております。調査結果については、町ホームページでご覧になれます。
	· 学校施設の災害復旧状況について


学校教育課　☎２４０－７１２１

　桜丘中学の校校舎は、被災により危険と判断したため梅香中学校において授業を実施していますが、桜丘中学校に建設中の仮設校舎が６月中旬に完成する予定です。

　３中学校では、格技場と体育館が天井等の破損により使用を中止していますが、７月末の完成を目途に復旧工事を進めています。また、大戸小学校と広浦小学校の体育館の耐震補強工事は、震災被害部分の変更設計を行い年度内完成の予定で工事を実施していきます。
	· 現在使用できない施設及び一部変更している施設について


	施設名
	今後の開園見込み・利用時間の変更等
	問合せ先
	電話

	中央公民館
	当面使用できません
	生涯学習課
	２４０－７１２２

	運動公園
	利用時間を変更しています
公園8:30～17:00　プール9:30～18:00
	生涯学習課
	２４０－７１２２

	涸沼自然公園
	７月１日開園予定
	地域産業課
	２４０－７１２４

	広浦公園
	７月１日開園予定
	地域産業課
	２４０－７１２４

	ゆうゆう館
	お風呂と娯楽室は、当面使用できません
	健康増進課
	２４０－７１２９

	子育て支援センター遊戯室まんまーる
	７月１日開園予定
	子育て支援センター
	２９１－０９８０


※上記以外の施設は、通常通り利用できます。
	· 震災に便乗した悪質な契約にご注意を！


　　消費生活センター　☎２９１－１６９０
震災以降、屋根瓦の工事や配管工事などの不当な請求や巧妙な手口による勧誘は続いています。
　今後も、点検と称して必要のない家屋や配管等の工事勧誘、放射線を除去する等の巧妙な勧誘等が懸念されます。契約する前には、慎重に検討をすること、また万一契約してしまったり、手付金等を支払ったりした後でも、おかしいなと疑問に思ったらすぐに相談をしましょう。
	· 節電にご協力ください


みどり環境課　☎２４０－７１３５

　震災の影響により電力供給が不足しており、広く節電の取り組みが行われています。町民の皆様におかれましても、家庭での節電にご協力をお願いします。
◇家庭でできる節電のポイント　

①なるべくエアコンを使用しない　②冷蔵庫の設定は「強」ではなく「中」や「弱」に
　③洗濯はまとめて少ない回数で　④照明はこまめに消す　⑤待機電力の削減　⑥家族でひとつの部屋に
	· 所得税の雑損控除について


災害により住宅や家財等の生活に必要な資産に損害を受けた方は、これらの損失について、平成２２年分（又は平成２３年分）で雑損控除をうけることができる場合があります。（所得税法の雑損控除・災害減免法の規定による減免措置のいずれか有利な方法を選択できます。）
◇雑損控除の対象となる「主な資産」
住宅、門、塀、家財（家具、什器、衣類、書籍、家電品、１個又は１組の価格が３０万円以下の
貴金属・書画・骨董・美術工芸品等）、車両、墓石等
◇雑損控除の対象となる「災害関連支出」
　　○被災資産の取壊し・除去のための支出
　　○雑損控除額（次の①と②で計算した金額のいずれか多いほう）
①損害金額－保険金等で補てんされる金額－所得金額の１０分の１（損害金額には災害関連支出の金額を含みます。）
②災害関連支出の金額－５万円
　◇問合せ先　水戸税務署個人課税部門　☎０２９－２３１－４２１１
	· 水戸税務署による所得税に関する相談会の開催について


今回の震災により、次の日程で所得税の申告等の相談会を行いますのでご利用ください。また、水戸税務署では、随時相談に応じております。
◇月　日　　平成２３年６月２７日（月）～２９日（水）までの３日間　
◇時　間　　午前９時～午後４時
◇会　場　　茨城町役場２階大会議室
◇手続きの方法
　　      平成２２年分について所得税の軽減措置を受けるためには、平成２２年分所得税の確定申告書を
提出していただく必要があります。なお、既に平成２２年分の確定申告がお済みの方は、「更生の
請求書」を提出していただく必要があります。
◇必要書類

　  ①り災証明書　②災害関連で支出した領収書等　③被害を受けた資産、家屋等の取得時期、
取得価格が分かるもの（家屋の取得価格が分からない場合は、その面積がわかるもの。）

④被害を受けた資産の取壊し費用、除去費用、修繕費用などのわかるもの
⑤被害を受けたことにより受ける保険金等の金額がわかるもの。
◇問合せ先　水戸税務署個人課税部門　☎０２９－２３１－４２１１
	· 茨城県弁護士協会による東日本大震災関係の法律相談について


◇茨城町役場での無料法律相談
　　　月　日　平成２３年６月７日（火）、８日（水）
　　　時　間　午前１０時～正午、午後２時～４時
　　　受　付　茨城町役場１階　被災者相談窓口
◇県弁護士会館での無料法律相談
　　　予約制ですので、事前に電話予約をお願いします。
　　　電話　０２９－２２７－１１３３　場所　茨城県弁護士会館２階（水戸市大町２－２－７５）
◇電話での無料相談
　　　電話　０２９－２２２－７０７２　または　０２９－２２２－７０７３
　　　時間　月～金（祝日を除く）　午前１０時～午後４時
◇問合せ先　　茨城県弁護士会　☎０２９－２２１－３５０１












※茨城町役場代表番号は☎２９２－１１１１になりますが、問い合わせの方は、各担当課直通番号にお掛けください。














◇所得制限


世帯人員�
市町村民税における


前年の総所得金額�
�
1　人�
220万円�
�
2　人�
430万円�
�
3　人�
620万円�
�
4　人�
730万円�
�
5人以上�
1人増すごとに730万円に30万円を加えた額�
�
住居が滅失した場合�
1,270万円�
�















◇貸付限度額


�
世帯主に1か月以上の負傷がある場合�
世帯主に1か月以上の負傷がない場合�
�
当該負傷者のみ�
150万円�
�
�
家財の1/3


以上の損害�
250万円�
150万円�
�
半  壊�
270万円�
170万円�
�
全  壊�
350万円�
250万円�
�
住居全体が


滅失、流失�
�
350万円�
�
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